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神宮外苑再開発の問題
「ビジネスと人権」の観点から

懸念される諸問題
・冒頭に、神宮外苑再開発アセス
の公衆協議が不適切と指摘
・次いで、福島第一原発事故処理
の労働者の問題
・ジャニーズの性被害問題
・サプライチェーンにおける途上国
での労働問題

国連ビジネスと人権WG訪日調査報告

Paragraph 57,       2024.5.1

57. Concerns persist about the effectiveness of 
existing Government mechanisms to address 
environmental issues raised by stakeholders. The 
Working Group expresses serious apprehension 
in particular over reports of inadequate public 
consultation in environmental impact assessment 
processes, especially for large-scale development 
schemes. One case raised by stakeholders is the 
Jingu Gaien District Urban Redevelopment 
Project, which could result in adverse human 
rights impacts.61 The Working Group emphasizes 
that meaningful consultation, in particular with 
at-risk and minority groups who are likely to be 
disproportionately affected by climate change, is 
required under the Guiding Principles

国連総会、人権理事会 (2024.6.26)
ビジネスと人権作業部会の訪日調査結果を報告



都市の公園緑地の開発における人権問題

•都市の公園緑地は貴重。私有地であっても都市計画公園に位置付け公共空間
に。神宮外苑も大半が都市計画公園に指定されているが不透明な形で指定解除

され、都条例アセスを経て2023年2月に着工。これに対し同年6月、国際影響評
価学会（IAIA）日本支部はアセスの問題点を指摘し、都知事に勧告を発出。

•都市公園の開発は以下2点で人権と関わる。

(1) 生活の質（QOL）の観点から。
世界では環境権や文化享受権は重
要な人権と捉えられている。

わが国でも憲法第25条で生存権
を保障し、「すべて国民は、健康
で文化的な最低限度の生活を営む
権利を有する」としている。

市民には、そのための重要な都
市施設である公園緑地を享受する
権利がある。その喪失や削減は人
権侵害を生じうる。

(2) 人々の意見が適切に開発計画
に反映されたか。民主主義社会

の基本的な権利。

神宮外苑再開発：不十分な情報

公開のまま、多様なステークホ

ルダーの声はほとんど聞かれず。

都市計画公園を再開発に使うに

は当該地の土地利用規制の解除や

緩和が必要となるが、それには住

民との丁寧な協議が不可欠であり、

十分な情報公開は必須。

東京都知事に
IAIA日本支部から勧告

2023.6.15

・日本イコモスの専門家と

公開の場での議論
・そのため、工事を一旦中止

・評価枠組みの不備
・科学性の欠如
・アセス運用上の問題

再開発計画の見直しと
アセスの再審査を要請

日本弁護士会も会長声明
2024.3.14

世界イコモスが
ヘリテージ・アラート発出

2023.9.7



歴史的文化的資産としての価値 「明治神宮外苑」

2023.10.11, S. Harashina

急激な温暖化でイチョウの枯損、枯死のリスク

高度利用型再開発ではなく、イチョウを守る樹林の拡大を


